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Ⅰ 提出案件

１ その他の議案等

（１）条例案

① 職員の給与に関する条例及び一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部を改正する条例 （人事課）

ア 改正の理由

平成３０年１０月１７日付けの人事委員会勧告に鑑み，本県の一般職の職員の給与について改定を行う等の必要がある。

イ 改正の概要

(ア) 職員の給与に関する条例の一部改正

a 給料表の改定

全ての給料表について，若年層に重点を置きながら全ての号俸において給料月額を引き上げることとする。

b 諸手当の改定

(a) 初任給調整手当について，医療職給料表（一）の適用を受ける医師及び歯科医師に対する支給月額の限度額を４１万
４千８百円に引き上げることとする。

(b) 期末手当について，６月期及び１２月期の支給割合を１００分の１３０（特定幹部職員にあっては，１００分の１１０）
に改定することとし，また，再任用職員の期末手当について，６月期及び１２月期の支給割合を１００分の７２．５

（特定幹部職員にあっては，１００分の６２．５）に改定することとする。

(c) 勤勉手当について，１２月期の支給割合を１００分の９５（特定幹部職員にあっては，１００分の１１５）に引き上げ

ることとし，また，再任用職員の勤勉手当について，１２月期の支給割合を１００分の４７．５（特定幹部職員にあって
は，１００分の５７．５）に引き上げることとする。
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(d) 勤勉手当について，６月期の支給割合を１００分の９２．５（特定幹部職員にあっては，１００分の１１２．５）に

引き上げ，１２月期の支給割合を１００分の９２．５（特定幹部職員にあっては，１００分の１１２．５）に引き下げ
ることとし，また，再任用職員の勤勉手当について，６月期の支給割合を１００分の４５（特定幹部職員にあっては，
１００分の５５）に引き上げ，１２月期の支給割合を１００分の４５（特定幹部職員にあっては，１００分の５５）に

引き下げることとする。

(イ) 一般職の任期付研究員の採用等に関する条例の一部改正

a 給料表の改定

全ての給料表について，全ての号俸において給料月額を引き上げることとする。

b 期末手当の改定

(a) １２月期の支給割合を１００分の１７０に引き上げることとする。

(b) ６月期の支給割合を１００分の１６７．５に引き上げ，１２月期の支給割合を１００分の１６７．５に引き下げること
とする。

ウ 施行期日等

(ア) この条例は，公布の日から施行することとする。ただし，イの（ア）のbの(b)及び(d)並びに（イ）のbの(b)については，
平成３１年４月１日から施行することとする。

(イ) イの（ア）のa及びbの(a)並びに（イ）のaについては平成３０年４月１日から，イの（ア）のbの(c)及び（イ）のbの(a)
については同年１２月１日から適用することとする。
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② 知事等の給与に関する条例の一部を改正する条例 （人事課）

ア 改正の理由

特別職の国家公務員の期末手当が改定されることに鑑み，知事等の期末手当についても同様の改定を行うとともに，本県の財政
の健全化について自ら取り組むため，平成３１年４月から平成３２年３月までの間の知事等の給料月額を減額する必要がある。

イ 改正の概要

(ア) 期末手当について，１２月期の支給割合を１００分の１７７．５に引き上げることとする。

(イ) 期末手当について，６月期の支給割合を１００分の１６７．５に引き上げ，１２月期の支給割合を１００分の１６７．５に

引き下げることとする。

(ウ) 給料月額について，平成３１年４月から平成３２年３月までの間，知事にあっては１００分の２５を，副知事にあっては

１００分の１０を，常勤の監査委員にあっては１００分の５を，企業局長にあっては１００分の５を減じた額とすることと
する。

ウ 施行期日等

(ア) この条例は，公布の日から施行することとする。ただし，イの（イ）及び（ウ）については，平成３１年４月１日から施行

することとする。

(イ) イの（ア）については，平成３０年１２月１日から適用することとする。
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